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１．佐世保市・佐々町の地域公共交通が目指す将来の姿

○基本的な方針（第５条第２項第１号）

近年、現行の公共交通環境は様々な課題を有していることを踏まえ、活性化法は、
「地域旅客運送サービスの確保に資するよう、地域公共交通の活性化及び再生のた
めの地域の主体的な取組等を推進する：こととしており、計画のポイントとして、
以下を挙げている。

○まちづくり・観光振興等の地域戦略との一体性の確保
○地域全体を見渡した地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保
○地域特性に応じた多様な交通サービスの組合せ
○住民の協力を含む関係者との連携

すなわち、あらゆる交通資源を総動員し、それぞれを有機的に連動させ、かつ、
地域住民の協力を含む関係者が連携して、地域旅客運送サービスの持続可能性を確
保する、ということになる。

このことを踏まえ、本計画においては、以下の２点を、計画を企画し、実行して
いく上での基本的な考え方として定める。

① 地域との共創を踏まえた持続可能な公共交通ネットワークの構築
② 需給や交通モードのバランスを踏まえた全体最適

○都市計画上の観点からの基本的な考え方

① 他自治体を含めた都市間を結ぶ交通（以下「広域交通」という。）
公共交通事業者（バス・鉄道）の路線運行により、一定の利便性の確保を目指す。

② 「都市核」と「地域核」を結ぶ交通（以下「基幹交通」という。）
公共交通事業者（バス・鉄道）の路線運行により比較的利便性の高い状態を目指す。

③ 「都市核」「地域核」と「生活核」を結ぶ交通（以下「補完交通」という。）
公共交通事業者（主にバス）の路線運行により、一定の利便性の確保を目指す。

④ 生活核と分散する居住地を結ぶ交通（以下「生活交通」という。）
地域の交通事業者、地域住民の主体的協力のもと、道路運送法等に基づく手法を活用する

ことにより、当該地域の特性に応じた移動の確保を目指す。

※これらは「基本的な考え方」であって、現在の路線運行の実態、各地域の実情等に応じ、
個別に適正化を図る。

［都市核］

周辺地域を含んだ圏域における⽇常
生活と都市活動の拠点

市街地内で⾝近な地域における⽇常
生活と都市活動の維持のための拠点

［市街地生活核］

郊外で⾝近な地域における⽇常生活
と都市活動の維持のための拠点

［郊外生活核］

［地域核］

都市全体及び周辺市町を含む広域的
な圏域における中核を担う拠点

【将来の都市の空間構成イメージ（都市計画上の考えを示したもの）】

○基本的な考え方（都市計画上の考え方）

 令和３年度に策定された「佐世保市都市計画マスタープラン」においては、安
全・快適で持続可能な都市となるために、拠点を中心としたコンパクトなまち
づくりと、拠点を繋ぐネットワークの維持・確保を進めていく※１ために、都市
機能誘導区域と居住誘導区域を設けることとする一方、主要な中心部のみに全
ての住民を誘導するものではなく、例えば農業等の従事者が旧来の集落に居住
し続けることも当然であり、地域の生活拠点のまちづくりも合わせた、地域全
体に目配りした施策を行うこと※２としている。

※１ 立地適正化計画P.1「１-１.立地適正化の背景」
※２ 立地適正化計画P.2「都市機能誘導区域と居住誘導区域の基本的な考え」

 また、令和５年度に策定した「佐世保市立地適正化計画」においても、人口減
少や高齢化が進む中でも、市民がまちなかから郊外部まで全ての地域が持続可
能で安全・安心に暮らすことができ、地域特性を生かした多様な暮らしを維持
することが必要とし、３つの生活像（させぼ居住スタイル）を設定※３。その上
で、「各地域が連携した一体性の高い市域の創出」を掲げ、都市全体の一体性
を醸成し、各地域の⽇常生活サービスを補完するため、各拠点間を効率的に結
ぶ交通ネットワークを構築することとしている※４。

※３ 都市計画マスタープランP.41「２-２.将来像とライフスタイル」
※４ 都市計画マスタープランP.43「２-４.都市・地域づくりの将来のすがた」（１）-②

（出所）佐世保市都市計画マスタープラン（令和３年度）P44

※本計画の「方針を踏まえた公共
交通ネットワークのイメージ」
は10ページを参照



○計画の目標（第５条第２項第３号）

２．佐世保市・佐々町地域公共交通計画（利便増進実施計画）の概要

○計画の位置づけ

コンパクトなまちづくりや利便性の高い公共交通ネットワークの充実が図られる
とともに、地域公共交通事業の持続可能性が担保された、移動しやすく住みやすい
地域社会の実現を目指す

○計画の期間（第５条第２項第６号）

令和７年度～令和１１年度
※この計画の計画期間は、１０年を展望して、５年間とします。

○計画の区域（第５条第２項第２号）

佐世保地域（佐世保市・佐々町）

○計画の達成状況の評価（第５条第２項第５号）

本計画は、佐世保市・佐々町地域公共交通活性化協議会において、計画全体の推
進及び事業の進捗状況について管理・進捗を図る。
協議会においては、本計画で定めた数値目標の達成状況について評価を行う。
このうち、実績値が毎年度把握できる指標については、毎年度進捗状況を把握す

るとともに、その達成状況に応じて、適宜、事業の見直しを図る。
計画期間の最終年度にはすべての数値目標の達成状況について把握・評価を行い、

その後の計画策定や事業の見直し等につなげる。

○第３号の目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関す
る事項（第５条第２項第４号）

《地域公共交通特定事業》
〇地域公共交通利便増進事業
地域公共交通ネットワークの再編策や、ダイヤ・運賃などの改善により、利便性の高い地域
旅客運送サービスの提供を図るための事業
・特定旅客運送事業に係る路線等の編成の変更
・自家用有償旅客運送の導入又は路線若しくは区域の変更 等

上記事業と併せて行う以下の事業
・乗継ぎを円滑にするための運行計画の改善
・交通結節施設における乗降場の改善
・乗継ぎに関する分かりやすい情報提供 等

種別 指標 目標 現状値 目標値

全体的な目標 分担率
バス･鉄道
分担率維持※2

14.5%
（R2）

14.5%

標準指標による
目標※１

利用者数
輸送人キロ
維持※3 1.59人/キロ 1.59人/キロ

交通事業
収支

当期純利益
向上※4 ±0 プラス(％)

公的資金
適切な
公的資金※5 － －

基本方針に
基づく目標

ネット
ワーク

利用者数
輸送人キロ
維持

1.59人/キロ 1.59人/キロ

モード
連携

分担率
バス･鉄道
分担率維持

14.5%
（R2）

14.5%

交通経営
環境

運転士
確保

バス運転士
採用数※6 ±0 3人/年

利便増進 利用者数
輸送人キロ
維持

1.59人/キロ 1.59人/キロ

※１ 標準指標（国土交通省「地域交通デザイン」）とは、地域公共交通計画の趣旨から見て設定する必要性
が高いもので、基本的に全ての計画において設定することが望ましい指標。「住民等の公共交通の利用者
数」、「公共交通の収支」、「公共交通への公的資金投入額」の３指標。

※2 国勢調査を元にした「通勤・通学における交通分担率」（５ 年ごとの調査のため最終年度評価は不可）
※3 実車走行キロ当たりの利用者数
※4 各交通事業者における令和５ 年度決算時の当期純利益をゼロとした時の利益向上率（プラスであれば達
成）

※5 計画に定める行政の役割に必要となる適正予算額が、過不足、不適切な状態でないこと（議会等による
チェック）

※6 毎年度の退職者と新規採用者との相殺後の運転士増加数



○利用状況等

• バス事業については、佐世保市交通局の廃止に伴うバス事業の統合が実施され
たが、その後、バス・鉄道ともにコロナ禍の影響によりここ数年の需要は低迷
している状況にある。

• 近年、バス・鉄道ともに需要はやや回復しつつあるものの、コロナ禍以前の需
要は見込めない状況にある。

• 特にバス事業において、近年の労働力不足を反映して運転士確保が困難になっ
ていること等も影響して、実車走行キロは横ばいから減少の状況にある。

• こうした状況により、近年では、バス・鉄道事業とも収支率はマイナスの状況
が続いており、厳しい経営環境にあることがうかがえる。

【乗合バス事業（西肥バス・させぼバス）の状況】

（注１）上記は西肥バス及びさせぼバスの合計値である。
（注２）2018年から2019年にかけては佐世保市交通局路線との一体化によって輸送人員、

実車走行キロとも増加したが、輸送人員についてはその後のコロナ禍の影響で減
少している。

【鉄道事業（松浦鉄道）の状況】

３．問題点及び課題の整理

○運転士の将来推移、及び今後の需給バランス

• 将来の運転士数は、成り行きで推移した場合、２０３５年度には２０２２年度
の約４６％まで減少する。

• ２０２５年度以降、毎年４人採用したと仮定した場合、２０３５年度には２０
２２年度の約８１％程度となる。

• 今後、人口減少に伴う需要減に対応してバスサービスの必要量が減少するもの
の、毎年運転士を３人採用しても必要量を充足することはできず、路線再編等
による供給量削減によって、需給バランスの適正化を図る必要がある。

【乗合バス事業運転士の将来推移】

【運転士の将来推移を踏まえた需給バランスの見通し（2030年時点）】

5,196,774キロ
（149,333便）

6,429,418キロ
（184,753便）

差し引き
約1,560,000キロ
（約45,000便）
の削減が必要

差し引き
約330,000キロ
（約9,000便）
の削減が必要

人口減少による
輸送人員縮小に
伴う輸送力適正化

毎年４人採用した
場合の供給上限

2030年時点の推計

供給

需要

6,756,223キロ
（194,144便）

路線再編に伴う
需給バランスの
適正化

成り行きの
供給上限

【凡例】
実車走行キロ

（便数換算（往復））

人口減少に伴う需要減に対応した必要量



３．問題点及び課題の整理

○問題点及び課題（１）

①依然として残るネットワーク適正化の余地

【路線の効率性】
• 現在、主に長距離路線を組み合わせることにより、路線網が形成されている。

例えば、北部から南部へ向かう路線は、当然、１路線でなく、複数の地域から
複数の地域に向かうため、この結果、すべての路線が通る「中心部」は、その
需要にかかわらず、多くの路線が重複して運行されている。

• また、運転士の休憩場所や、出発地における待機、運行終了時の車庫入れの調
整などで、一部、利用者目線で見た場合の効率性と、効率的な路線運行の整合
が図られていない可能性が存在する。

【需給や交通モードのバランスを踏まえた全体最適】
• 運転士不足等による限られた供給力の中で、バス本数が過剰となっているなど

非効率な区間が存在する可能性がある。
• 人口減少の中で、需要予測に基づく、需給バランスの取れたダイヤや運行回数

となっていない可能性がある。
• 現段階においても、著しく需要が少ない区間での運行や、多くの需要が存在す

るにも関わらず、運転士の配置の問題等で、十分に供給できていない区間が存
在する。

【都市核～地域核の基幹交通の区間のイメージ】

○問題点及び課題（２）

②俯瞰的視点での公共交通モード間の連携
• 特に、佐世保駅周辺においては、ＪＲで到着された来訪者が、行きたい場所に

バスで行こうとする際に、どの乗り場から、どこ行きに乗ればよいのかがわか
りにくい、という声がある。

• 離島においては、十分な公共交通が存在しないこともあり、航路と陸上交通と
の連携が図れない状況にある。

• 公共交通の一層の利用促進のための、パークアンドライドの整備が十分でない。

③運転士不足、収益環境の悪化
• コロナ禍の影響による需要の減少、今後の人口減少による需要減、物価上昇に

伴う費用の増加等により、交通事業者における収支状況の悪化が懸念される。
• 運転士不足についてはさらに深刻になる可能性がある。

④利用者目線での利便性（特に来訪者）
• 特に来訪者目線で見た場合、乗り場案内、行き先と路線の確認、乗降場所等が

わかりづらいという声がある。
• 既に導入されているバスロケーションシステムについて、さらなる拡充が望ま

れている。
• 行き先と路線網（経由地）がわかりづらく、例えば、来訪者が市役所に行く際

に、行き先のみの確認で、市役所を通らずに北西部地域に行く場合がある。
• だれもが利用しやすいバス車両の導入について、完全でない部分がある。

大野

柚

木

日宇

早岐

佐世保中央

重尾

相浦

佐々

【北部エリア】

【南部エリア】

都市核～地域核の基幹交通
の区間を超えて長距離運行
する系統・運行が多い現状

【現状】



○佐世保市・佐々町地域公共交通計画の構成 ○方針を踏まえた公共交通ネットワークのイメージ

※「基幹交通」、「補完交通」、「生活交通」及び「広域交通」から構成される公
共交通ネットワークについて、拠点・エリア等を踏まえた形成イメージについては
以下のとおり。

基本方針１
持続可能な公共交通ネットワークの形成

基本方針２
交通モード連携による移動円滑化

基本方針３
持続可能な交通経営環境の実現

基本方針４
利用者の利便性向上・利用促進

【基本的な考え方】

① 地域との共創を踏まえた持続可能な公共交通ネットワークの構築
② 需給や交通モードのバランスを踏まえた全体最適

【基本方針に基づく施策】

基本方針３（持続可能な交通経営環境の実現）関連施策
⑩ 運転士不足への対応、労働環境の改善
⑪ アセット有効活用による結節点整備・財務改善
⑫ 地域公共交通事業を継続的に支える制度の研究

基本方針１（持続可能な公共交通ネットワーク形成）関連施策
① 「基幹交通」を担うバスネットワーク再編による効率化・ICカードを活用

したサービスの充実
② 「補完交通」となるフィーダーサービスの充実
③ 需給バランスを適正化する観点からのバスサービスの見直し
④ 新たな車両転回・乗務員休憩施設の設置
⑤ 多様なモードによる「生活交通」の充実
⑥ 地域資源を活用した新たな移送サービス等の検討

基本方針２（交通モード連携による移動円滑化）関連施策
⑦ 鉄道とバスの乗り換え・乗継利便性の向上
⑧ 航路と離島内交通手段の接続、離島交通の利便性向上
⑨ パークアンドライド施設の整備・充実

基本方針４（利用者の利便性向上・利用促進）関連施策
⑬ 佐世保駅前におけるわかりやすい情報提供等の推進
⑭ バスロケーションシステムの利用促進
⑮ 低床車両や低燃費車両等の導入促進
⑯ バス停の乗り降りしやすい環境の整備

４．計画の構成

地域核

世知原

都市核

郊外生活核

C）補完交通

・「地域核」と「生活核」、及び「生活核」どうしを結ぶ
・公共交通事業者（主にバス）の路線運行により、一定の
利便性の確保を目指す。

D）生活交通

・「生活核」を中心とした地域に密着した交通手段
・地域の交通事業者、地域住民の主体的協力のもと、道路
運送法等に基づく手法を活用することにより、当該地域の
特性に応じた移動の確保を目指す

B）基幹交通

・「都市核」と「地域核」を結び、主に「居住誘導区域」
や「都市機能誘導区域」等の市街化区域を運行する
・公共交通事業者（バス・鉄道）の路線運行により比較的
利便性の高いサービス提供を目指す。

A）広域交通

・区域外と区域内を結び、区域内の「都市核」、「地域
核」、「生活核」を経由する鉄道・バス・航路
・区域内外との広域的な移動や、通勤・通学をはじめとし
た区域内の移動を担う

吉井

江迎鹿町

小佐々

相浦

中里皆瀬

大野

柚木

日宇

早岐

宮

江上針尾 三川内

佐々

佐世保中央

市街地生活核

拠点

郊外生活核

黒髪

烏帽子

弓張



基幹交通

補完交通

公共交通として
交通事業者が担う

生活交通

地域密着型交通とし
て事業者及び住民・
行政が連携して担う

運転士・車両等の
リソースを適正配
分し、路線運行を
維持

地域の特性に応じ
関係者との協働で
最適な手段を確保

需給バランス
適正化

路線再編
による効率化

現状分析結果を活かして
需給バランスを調整
・需要少→削減
・需要多→増加

資源配分の最適化のため、
基幹交通の区間について
一定水準のサービスを確保
以遠はフィーダーとして
乗換えを導入

コミュニティバス

デマンドタクシー

自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）

比較的需要が大

比較的需要が少

⇒柔軟な事業者協力型のデマンド型
公共ライドシェアを検討

■来訪者への情報提供

駅での案内・サイン、サイネー
ジ活用、乗降場所見直し等

■バスロケシステムの利用促進

スマートバス停の拡充
アプリ利用促進

■バス車両の改善

低床・低燃費バス導入
子育て世代の利用促進

■離島内交通と航路の連携

宇久：バス見直しとの連携
黒島：新たな交通との連結

■パークアンドライド

駅周辺開発に合わせ導入
（早岐・⽇宇・左石等）

■新たなサービス導入

■今後のあり方検討

エリア一括協定等の研究

■アセットの活用

交通資産の有効活用、開発
（黒髪・矢峰等）

■行き先案内表示見直し

来訪者の利便性向上

グリーンスローモビリティ（黒島）
自動運転（宇久、市内）

大野

早岐

北部各地域

南部各地域

佐々

早岐

北部各地域

南部各地域

結節点での乗換利便性
・アクセス整合を図る

【バス】 【鉄道】

■運転士不足への対応

採用後のキャリア形成の観点
からの人材募集の工夫、処遇
改善等）

５．事業の体系

■「バスネットワーク」
（基幹・補完）の最適化

■「生活交通」の充実

基本方針１
持続可能な公共交通ネットワークの形成

基本方針２
交通モード連携による移動円滑化

基本方針４
利用者の利便性向上・利用促進

基本方針３
持続可能な交通経営環境の実現



○路線再編

① 「基幹交通」を担うバスネットワーク再編による効率化
都市核～地域核を結ぶ基幹交通の区間を超えて、長距離運行する系統・運行が多
い現状等を踏まえ、大野地区、早岐地区等におけるバス転回場の設置を通じて、
基幹交通区間内を循環する運行を増加させるなど、基幹交通の効率化を図る。併
せて、鉄道・バスの結節点における乗継利便性・アクセス利便性の向上を図る。

基本方針１ 持続可能な公共交通ネットワークの形成

② 「補完交通」となるフィーダーサービスの充実
早岐、大野、佐々等の交通結節点を起終点として、補完交通となるフィーダー系
統のバスサービスの導入・充実等を図るとともに、基幹交通のサービスとの乗継
利便性の向上を図る。

【再編後】

大野～早岐における基幹交通（バス）の効率的運
行（循環化等）

鉄道・バスの結節点での乗継・アクセス向上
【現状】

【北部エリア】

大 野

柚

木

日 宇

早 岐

佐世保中央

重 尾

相 浦

【南部エリア 】

鉄

道

バ

ス

佐 々

大野

柚

木

日 宇

早 岐

佐世保中央

重 尾

相 浦

佐 々

【北部エリア】

【南部エリア】

都市核～地域核の基幹交通
の区間を超えて長距離運行
する系統・運行が多い現状

基幹交通

補完交通

鉄道（広域交通）

大野以北でのフィーダー系統等の設置

長距離系等の大野、早岐での分割による基幹系統の
運行

早岐以南でのフィーダー系統等の設置

【現状】

都市核～地域核の基幹交通の区間を超えて長距離
運行する系統・運行が多い現状



基本方針１ 持続可能な公共交通ネットワークの形成

○結節点整備

④ 新たな車両転回場・乗務員休憩施設の設置
路線の見直し等と連動して、大野地区や早岐地区など、既存の事業者所有地の他、
民間商業施設、公共施設、医療機関等の駐車場等も活用した、バス車両転回・乗
務員交代等の拠点設置について検討し、順次導入する。

【大野車庫】
現在、一部路線において車両転回場として活用している旧交通局用地（西高校入
口付近）を分割拠点とする。但し、現状の用地面積が小さく乗務員設備の整備が
困難となる可能性が高い等の懸念がある。また、佐世保駅方面からの系統は大野
車庫止め、大野以北方面からの系統は矢峰営業所止めにて運行することを検討す
る。

【早岐駅】
既存の早岐駅西口ロータリーまたは東口ロータリーを早岐駅分割拠点とし、系統
に応じて使い分けを検討する。
新たな設備投資を極力抑えるため、早岐駅を起終点とすることに拘らず、例えば
重尾を起終点として早岐駅とのフィーダー系統の運行等についても検討する。

○需要調整

③ 需給バランスを適正化する観点からのバスサービスの見直し（再掲）
主として「基幹交通」「補完交通」を担う区域内の各バス路線について、各路線
の需給バランス等に係る現状分析結果を踏まえるとともに、今後の人口変動や運
転士数見込み等を勘案して、各路線の運行区間や運行本数の見直しを適宜図るこ
とにより、区域内全体での需給バランスを適正化しながら、持続可能で利便性の
高い公共交通ネットワークを構築・維持する。

出典 ：西肥自動車株式会社ホームページ



【参考】自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）

基本方針１ 持続可能な公共交通ネットワークの形成

○生活交通再構築

⑤ 多様なモードによる「生活交通」の充実
「生活核」を中心とした地域に密着した「生活交通」の充実を図り、交通不便地
区を解消するため、郊外の過疎地域など比較的需要の少ないエリアでは、区域運
行型予約制乗合タクシーの導入の他、公共ライドシェア（自家用有償旅客運送）
の導入について検討する。

⑥ 地域資源を有効活用した新たな移送サービス等の検討
（グリーンスローモビリティ、自動運転）
「補完交通」「生活交通」等の手段として、民間送迎サービスの混乗や、グリー
ンスローモビリティの活用（黒島）、将来的な自動運転の導入を見据えた実証実
験（宇久、市内）、大学や企業と連携した新たなモビリティ導入等を展開する。

種類 地区 運行日 その他

コミュニティバス
(路線定期運行型)

中通地区 H19.3月 運行⽇数245⽇/年 累計利用385,500人

大野地区 H25.4月 運行⽇数245⽇/年 累計利用94,334人

定期運行タクシー※ ⽇宇地区 R6.4月 1⽇3往復（平⽇のみ）

デマンドタクシー
（予約制乗合）

世知原地区 H25.8月 1⽇8便（行き4便、帰り4便）累計利用5,571人

三川内地区 H28.10月 1⽇8便（行き4便、帰り4便）累計利用6,046人

小佐々・浅子地区 H28.10月 1⽇8便（行き4便、帰り4便）累計利用7,163人

柚木地区 H30.3月 1⽇8便（行き4便、帰り4便）累計利用19,536人

江迎地区 H30.10月 1⽇8便（行き4便、帰り4便）累計利用703人

吉井地区 H30.10月 1⽇8便（行き4便、帰り4便）累計利用2,105人

黒髪地区 H31.3月 1⽇8便（行き4便、帰り4便）累計利用1,682人

※路線定期運行型乗合タクシー

【参考：本市における現在の生活交通】

（出所）国土交通省 九州運輸局（令和４年３月）「なるほど！！公共交通の勘どころ（概要版）」P7

目的地

利用者Bさん
運転手Aさん

※自動車は事業者若しくは
運転手所有のものを使用

自家用有償旅客運送の
事業者（NPO法人等）

①運転手として登録

④運行指示
⑦報酬の支払い

⑤運行開始－終了

②会員申込
③利用申込
⑥運賃の支払い

目的地



○乗継利便性向上

⑦ 鉄道とバスの乗換・乗継利便性の向上
観光客等の来訪者や区域内の長距離の移動者に対して、鉄道～バス等の乗換・乗
継の利便性を高めるため、佐世保駅をはじめとする鉄道駅における路線バスの運
行（乗降場所やダイヤ等）に関する案内やサインの整備を進めるなど、交通事業
者間での連携した取組を推進する。

○交通モード連携

⑧ 航路と離島内交通手段の接続、離島交通の利便性向上
宇久や黒島における既存交通の見直しや新たな交通モード導入等と連動して、離
島航路と離島側の交通手段との円滑な接続を図るなど、離島交通の利便性向上を
図る。

【宇久】
・宇久島において検討するライドシェア（自家用有償旅客運送）の導入を含む島
内交通の在り方検討において、ダイヤ検討時に宇久と本土等を連絡するフェリー
との乗換、乗継を踏まえたダイヤの設定を行うなど、利便性向上を図る。
【黒島】
・自家用有償旅客運送導入のサービスデザイン時に、特にニーズの大きい初発の
相浦行、終発の相浦発との接続の確保や、⽇中の島民・観光客の輸送などに乗継
が円滑にできるように時間調整を行うなど、利便性向上を図る。

⑨ パークアンドライド施設の整備・充実
鉄道駅（早岐・⽇宇・左石等）の周辺開発等に合わせ、鉄道駅や主要バス停留所
までの自家用車移動の利便性を高めるため、民間活力の導入も図りながらパーク
アンドライド施設の整備・充実を適宜実施する。

基本方針２ 交通モード連携による移動円滑化

床サイン（事例２）床サイン（事例１）

パークアンドライド（事例）



基本方針３ 持続可能な交通経営環境の実現

○運転士確保

⑩ 運転士不足への対応、労働環境の改善
採用後のキャリア形成の観点からの人材募集の工夫をはじめ、官民連携により運
転士確保の取組みを推進する。また、ダイヤの見直しや一部路線の再編等により、
需要に見合ったサービス供給へと適正化することにより、事業者における要員不
足を解消するとともに、収益性の高い事業環境の構築や労働環境の改善を行い、
従業員の処遇改善を図る。

（事例）労働力不足への対応、労働環境の改善

【財務省要望】R6.6.28

〇運転士処遇改善を条件とした、バス
車両購入補助に、防衛8条を使う
ことは可能（防衛省確認済み）

手続きの関係でR8から実施の方向で検討

バス新車 約2500万円/台

防衛8条活用：運転士処遇改善（条件付バス購入補助）

採用後のキャリア形成

〇生涯運転士
「拘束時間が長い」
「接客、運転の負担」
「給与が低い」

入社時は運転士だが
一定期間後のキャリアは
運転士に限らず、別部門
への異動も可能

【運転士確保に向けた課題と打ち手】

出典：西肥自動車 出典：させぼバス



基本方針３ 持続可能な交通経営環境の実現

○交通資源活用

⑪ アセット活用による交通結節点の整備・形成
佐世保駅前や矢峰営業所、黒髪営業所等において、交通結節点機能の強化及び交
通事業の収益力強化等を図る観点から、市所有の交通資産の民間活用による不動
産開発の導入、乗換・乗継機能や車庫・転回場機能の充実等に向けた検討を行う。

【佐世保駅前】
例：下層部はバスターミナル及び小規模な商業・飲食、上層部はホテル等として
利活用など

【矢峰営業所】
例：敷地北側は、車両基地及び転回場、幹線道路側に位置する敷地南側は、立地
を活かした飲食や物販等のロードサイドショップ、又は住宅、物流倉庫などの民
間事業者の誘致、利活用など

【黒髪営業所】
例：敷地東側は、車両基地及び転回場、敷地西側は、商業・飲食などの民間事業
者の誘致、利活用など

○交通施策研究

⑫ 地域公共交通事業を継続的に支える制度の研究
佐世保地域を運行するバス・鉄道等の地域公共交通事業に係る持続可能性を担保
するためのしくみとして、エリア一括協定運行など、官民連携による新たな支援
策等についての検討、研究を実施する。

出典：国土交通省



基本方針４ 利用者の利便性向上・利用促進

○案内充実

⑬ 佐世保駅前におけるわかりやすい情報提供等の推進
観光客等の来訪者に対する、地区内の公共交通についてのわかりやすい情報提供
のため、佐世保駅前において、わかりやすい乗場案内やサイン表示等の設置、デ
ジタルサイネージの改善等を図るとともに、バス路線再編に合せた乗降場所の必
要な見直しについて、事業者間の連携により推進する。

⑭ バスロケーションシステムの充実・活用
バス利用促進を図る観点から、これまで整備されてきたバスロケーションシステ
ム（スマートバス停及び西肥バスナビ）の利用促進を図る。

○施設改善

⑮ 低床車両や低燃費車両※１等の導入促進
車椅子やベビーカーでの乗車もしやすい低床バスの導入や車内での固定ベルトの
設置、脱炭素社会に対応した低燃費のバスの導入推進を図る。
※１国土交通省「新燃費基準バス6.52㎞/L（現行の基準と比較して、約14.3％の基準強化）」

⑯ バス停の乗り降りしやすい環境の整備
バスの乗り降りを円滑化するため、支障のある歩道や違法駐車の多い箇所を抽出
し、対策を推進するなど、バス停の乗り降りしやすい環境の整備を推進する。

出典：西肥自動車ホームページ

出典：西肥自動車ホームページ

出典：西肥自動車ホームページ


